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 1. 	 はじめに

近年、「移転価格（Transfer　Pricing）」という言葉が、

以前にも増して、クローズアップされています。これに

は、企業活動のグローバル化の進展の中で、海外関連

会社との取引規模が拡大の一途を辿っており、シンガポー

ルを含む各国の課税当局が、これらの関連者間におけ

る取引を通じた国外への所得移転の防止、いわゆる

「移転価格税制」の執行を強化しているという背景があ

ります。ここシンガポールにおいても、まさに2015年1月6

日付でシンガポール内国歳入庁（IRAS：Inland Revenue 

Authority of Singapore）から移転価格ガイドラインの改訂

版（新移転価格ガイドライン）1が発表されました。このガ

イドラインの発表により、シンガポールにおける移転価格

税制の執行の強化に向けた見直しが行われ、移転価格

税制の執行の新たな局面に入ってきたといえます。

本稿では、そもそも移転価格税制とは何か、シンガポー

ルにおける移転価格税制の執行状況、及び2015年1月

6日付でIRASから発表された新移転価格ガイドラインの

実務上のポイントなどを解説させて頂きます。なお、本

稿で使用している情報は執筆時のものであり、文中にお

ける意見・コメント等は個人的な見解を記載させて頂い

ています。

特　集

シンガポール 移転 価 格税制の最新動向

Ernst & Young Solutions LLP
Manager

久田　幸治

2 . 	 なぜ、移転 価 格が注目されているのか

ここシンガポールに進出している日系企業が増加し

てきていることからも分かるように、日系企業の海外進

出、つまり、企業活動のグローバル化が急速に進展して

きています。そのような状況の中で、グループ内関連会

社間のクロスボーダー取引が増加してきており、これら

の関連者間における取引価格（移転価格）の問題は、

課税当局にとっても納税者にとっても、大きな関心事項

になっています。この理由として、関連者間取引におい

ては、取引価格（移転価格）を任意に設定することが可

能であるため、海外の関連会社との有形資産、役務提

供などの取引価格を、市場における適正な価格（【図1】

独立企業間価格2）と異なる金額に設定することにより、

一方の利益を他方に移転することが可能になります。特

に一方の関連者が外国に所在する場合には、この不当

な価格の設定により、国家の課税権の侵害にまで発展

してしまうことがあります。したがって、各国の課税当局

は、このクロスボーダー取引が増加することに比例して、

所得の海外移転に対処するために移転価格税制の執

行を強化しています。
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さらに、移転価格税制に基づく税務調査による更正

（課税所得の修正）を受けた場合、一般の税務調査によ

る更正に比べ非常に高額な更正額になる傾向があるこ

とに加え、企業担当者の調査対応コスト、投資家への更

正内容の開示や新聞報道などによる企業イメージ・市場

評価の低下などによるビジネス上の影響が非常に大き

いため、グローバルに事業を展開する企業にとって、移

転価格税制への事前の対応を図ることは不可避な状況

であるといえます。

3. 	 シンガポール 移転 価 格税制の執行状 況

ここシンガポールにおいても、【図2】のとおり、2006

年2月にIRASから通達（IRAS　Circular）として、シンガ

ポール移転価格ガイドライン3が公表されました。その

後、2008年7月に、移転価格コンサルテーション4が導入

され、移転価格の調査が本格的に開始されました。そし

て、2008年10月には事前確認（APA）申請に係るガイド

ライン5、2009年2月には関連者間の金銭貸借に取引及

び役務提供に係るガイドライン6が立て続けに公表されま

した。上記の期間においては、比較的短い期間に立て

続けにガイドラインが発表され、IRAS内部に、移転価格

コンサルテーションを専門に取り扱う部門を設立し、移

転価格に係る質問状の雛形などを作成したにも関わら

ず、納税者の立場から見ても、それ程執行が強化をされ

ているという印象はありませんでした。

しかしながら、近年、IRASにより移転価格税制の厳格

化が急速に進められており、納税者に対しIRASからの

移転価格に係る問い合わせが急増している状況にあり

ます。また、質問の内容も多岐に渡り、場当たり的な対

応では対応しきれない内容になっています。特に、取

引価格（移転価格）の妥当性については、独立企業原

則に則って決定されたことを立証する資料（移転価格文

書）の有無は必ず確認される項目の一つになっていま

す。

このような状況下において、上記のこれまでの通達及

びガイダンスを包括し改訂した形で、2015年1月6日に新

移転価格ガイドラインが発表されました。当該ガイドライ

ンの内容については後述しますが、今後IRASは移転価

格税制の執行を益々強化していく姿勢を明確に示した

内容となっており、シンガポールに所在する企業の移転

価格の課税リスクは高まっているといえます。

 4. 	 移転 価 格税制の世界的な動き 
　　- BEPSプロジェクト-

ではなぜ、近年、このシンガポールにおいても移転価

格税制の執行が強化されてきているのでしょうか。香港

と並ぶアジアの軽課税国であるシンガポールは、アジア

のビジネスハブとして外資系企業の誘致を積極的に進

めてきており、移転価格税制執行の強化は、一見この企

業誘致の積極性とは逆の動きのように感じられてしまう

のではないでしょうか。

この動きの背景としては、現在世界的に報道されて

いる多国籍企業の課税問題を受け、OECDが中心とな

り発表された「税源浸食と利益移転（BEPS：Base Erosion 

特 集 :  シンガポール移転 価 格税制の最 新動向
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and Profit Shifting）に関する行動計画」が関係している

と考えられます。この行動計画は、多国籍企業が利益を

低税率又は無税の国に移転することで税負担を不当に

軽減しようとする動きを防ぐことを目的としたものであり、

関係会社間における取引の透明性や、各国の税制の

あり方について国際基準を規定することを目的としてい

ます。基本的には、この行動計画への対応は各国に委

ねられていますが、OECDの加盟主要国であるG8及び

G20参加国政府は、BEPSに関するOECDの取組みを支

持しており、また、OECD非加盟国である中国、インドを

含む主な新興国も積極的に当該プロジェクトに参加して

いる状況にあります。

シンガポールは低税率であることから、この行動計画

に沿わず、不当に利益を集約していると各国に見なされ

た場合、多国籍企業にとってはコンプライアンス違反、

租税回避行為を行っているという社会的評価を受ける

ことを避けるために、シンガポールへの投資を減少させ

る可能性があります。外国資本の誘致はシンガポール

経済にとって生命線であるため、シンガポールとしては

このBEPSプロジェクトに賛同し、国際基準に基づいた移

転価格の整備と運用を行っており、不当に利益を集約し

ている訳ではない点を世界各国に発信したいという思惑

があると考えられます。つまり、BEPSプロジェクトに沿っ

た移転価格税制の執行の強化は、シンガポールが世界

各国との経済的に良好な関係を維持し、アジアのハブと

して引き続き外資を積極的に呼び込むためには、必然

の流れと考えられます。

以上のような背景から、IRASは、OECD移転価格ガイ

ドライン（2010年度）及びOECDのBEPSプロジェクトに関

する取り組みに概ね準拠した内容の新移転価格ガイド

ラインを世界に先駆けて導入しています。

 5. 	 新 移転 価 格ガイドラインのポイント ミャ

上述のとおり、2015年1月6日に、IRASは新移転価格

ガイドラインを発表しました。本ガイドラインは、これまで

IRASから発表された通達（Circular）及びガイダンスを包

括したものになっていることに加え、実務上の取り扱い

が数多く例示されており、納税者における実務上の運用

が考慮された内容になっています。本稿においては、特

に納税者に影響が大きい移転価格同時文書化に係る

規定を中心に解説します。

 ＜移転価格同時文書の作成＞	

新ガイドラインにおける最も重要な改訂は、納税者に

移転価格同時文書化が求められている点です。当該ガ

イドラインにおいて、IRASは、関連者間取引が行われる

前又は取引が行われる時点で、取引価格（移転価格）

を決定した際の根拠となる文書及び情報を保持すること

を｢同時｣と定義しています。IRASはさらに説明を加えて

おり、関連者間取引が行われた事業年度の納税申告書

の提出時までに移転価格文書が作成されていることを

同時文書として認めることとしています。IRASは、納税申

告書の提出と同時に移転価格文書を提出することは求

めていませんが、IRASからの提出要請があった場合に

は、30日以内に提出することを要求しています。

なお、移転価格文書の内容に関しては、IRASは、「グ

ループレベル（Group　level）」及び「拠点レベル（Entity 

level）」の2段階のアプローチで移転価格文書を作成す

ることを要求しています。当該アプローチも、BEPSに対

するOECDの取り組み、特に行動13の｢移転価格文書及

び国別報告書（CBCR：country-by-country　reporting）」

に記載されたマスターファイル及びローカルファイルの

考え方に整合したものとなっています。しかしながら、

現時点では、OECDから提案されている国別報告書

（CBCR）の提出は、IRASから要求されてはいません。

＜移転価格同時文書の更新頻度＞	

2006年に発表された移転価格ガイドラインには、納税

者により作成された移転価格文書の更新頻度は定めら

れておりませんでしたが、新移転価格ガイドラインにお

いて新たに定められました。納税者は、機能分析又は

移転価格分析に影響を与える大きな事業内容の変更が

あった場合には、移転価格文書を更新することを要求さ

れています。その他の場合においても、IRASは、納税者

に少なくとも3年に一度は移転価格文書を更新すること
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を推奨しています。文書の更新に関わらず、納税者は、

関連者間取引について、適切な独立企業間価格である

ことを毎年検証することが求められています。

　　

＜移転価格同時文書作成の免除＞

本ガイドラインにおいては、移転価格同時文書作成

の免除規定が設けられており、以下の条件に該当した

場合、移転価格文書の作成の免除を受けることが可能

になります。

►シンガポール国内における関連者間取引で、関連

者に適用される法人税率が当該納税者と同様の場合（

金銭貸借取引は除く）

►シンガポール国内における金銭貸借取引で、貸し

手が金銭の貸借を業としていない場合

►ルーティーンサービスに対して、セーフハーバーの

マークアップ率である5%を適用している場合

►関連者間取引が、IRASとの事前確認（APA）の対象

となっている場合

►関連者間取引額が一定の取引基準値を超えない場

合 7

＜移転価格文書の不備に伴う影響＞

納税者から移転価格文書が提出されない場合、又は

移転価格文書において、納税者が関連者間取引が独

立企業間価格であることを立証できない場合には、以下

の取扱いとなる可能性があります。

►IRASからの要請に応じた移転価格文書の提出が行

えない場合には、記録保管の不備として、ペナルティが

課される可能性があります

►IRASは、不適切な移転価格による過少申告とみなし

て、加算調整（課税）を行う可能性があります

►IRAS又は外国の課税当局における税務調査によ

り、二重課税が生じた際の相互協議（MAP）におけるデ

ィスカッションにおいて、IRASは納税者を支援しない可

能性があります

►移転価格文書を保持していない場合には、IRAS

は、事前確認（APA）申請を受け付けない可能性があり

ます

►移転価格文書を保持していない場合には、IRAS

は、納税者の移転価格調整金を否認する可能性があり

ます

なお、本ガイドラインにおいては、移転価格同時文書

に係る規定以外にも、独立企業間原則の適用における

アプローチ、相互協議（MAP）及び事前確認（APA）の申

請手続きの明確化、及び移転価格調整金に係るセクシ

ョンの追加等など改訂点は多岐に渡ります8。しかしなが

ら、いずれの改訂においても、OECD移転価格ガイドラ

イン（2010年度）及びOECDのBEPSプロジェクトに関する

取り組みに概ね準拠した内容になっており、世界基準の

移転価格ガイドラインになっています。

特 集 :  シンガポール移転 価 格税制の最 新動向
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6. 	 終わりに

本稿においては、2015年1月6日付で発表された新移

転価格ガイドラインのポイントを中心に、シンガポール移

転価格の執行状況などについて解説させて頂きました。

確かに移転価格税制に関する議論は、一義的には税

務の問題であるものの、上述のとおり、時に企業経営に

大きな影響を与え、企業戦略や事業運営にも少なから

ぬ影響を与えるという意味では、経営問題と不可分であ

るとも考えられます。したがって、シンガポールに事業を

展開する多国籍企業にとっては、企業経営の観点から

も、移転価格税制への対応を図ることは避けて通れない

道であり、適切な移転価格対策を講じることが重要であ

ると思料致します。

1 IRAS e-Tax Guide Transfer Pricing Guidelines (Second 

edition)

2 独立企業間価格（ALP: Arm’s Length Price）は、独立

した第三者間の取引で成立する価格をいいます  

3 Transfer Pricing Guidelines

4 Transfer Pricing Consultation

5 IRAS Supplementary Circular on Supplementary Admin-

istrative Guidance on Advance Pricing Arrangements

6 IRAS Supplementary e-Tax Guide on Transfer Pricing 

Guidelines for Related Party Loans and Related Party 

Services

7 取引額基準値は、関連者とのクロスボーダー取引と国

内取引の合計額になります。 

8 詳細は、EY Transfer Pricing Alert 「IRAS e-tax Guide: 

移転価格ガイドライン（第二版）」をご参照下さい。

特 集 :  シンガポール移転 価 格税制の最 新動向

執筆者氏名

久田　幸治　（ひさだ　こうじ）

経   歴

米国公認会計士（デラウェア州）、シンガポール公認会計士

（ISCA　Assoc iate Member）

大学卒業後、大手シンクタンク勤務を経て、2008年に新日本アー

ンストアンドヤング税理士法人（現EY税理士法人）移転価格部

に入所、2014年よりEYシンガポールに赴任

日系及び外資系企業に対する移転価格リスク分析、移転価格

ポリシーの策定、移転価格の文書化、事前確認（APA）、相互

協議サポート等を含む様々なアドバイザリー業務に数多く携わ

る。シンガポールを含め東南アジア各国で税務・移転価格セミ

ナーを多数実施。
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特　集

ユースツ ー リズ ム は な ぜ シ ン ガ ポ ー ル を 目 指 す の か

スタディツ アーとしての グ ロ ー バ ル 研 修
Rikkyo Universi t y  /  Nanyang Technological  Universi t y
Professor

舛谷　鋭

はじめに

シ ン ガ ポ ー ル は 日 本 の 教 育 界 か ら 見 る と 、 安

全、英語、日系企業という三要素が揃い、グロー

バル人財養成のための研修に打ってつけの場に

映る。本稿は日星間や関連する観光事情を背景

に、ユースツーリズムとしてのスタディツアー（教

育旅行）を概観することで、現地で受け入れに関

わる方々に少しでも状況をご理解いただきたいと

考えている。

インバウンドとアウトバウンドのアンバランス

日本人のアウトバウンド観光は1964年の海外

渡航自由化以降順調に増え、1995年に1500万

人を超えたが、以後微増減を繰り返し、2013年は

1747万人（観光庁、2014）だった。アウトバウンド

の1/4程度のときもあった日本へのインバウンド観

光は、2013年にビジット・ジャパンキャンペーン10

年目で待望の1000万人を超え、2014年は1300

万人を突破し、東京オリンピックまでに2000万人

の目標を掲げるほど急増している。こうしたインバ

ウンドは円安要素を追い風に、2014年11月暫定

値で台湾、韓国、中国からの観光客がそれぞれ

200万人を超え、特に中国人観光客が日中関係

の停滞に関わりなく前年比で倍近い伸び率を示し

ている（日本政府観光局、2014）。

アウトバウンド観光については、特に21世紀以

降 、 2 0 0 1 年 同 時 多 発 テ ロ 、 2 0 0 3 年 S A R S （ 重 症

急性呼吸器症候群）流行、2008年リーマン・ショ

ック、2009年新型インフル流行等で日本人の渡

航が減少する年もあったが、2011年東日本大震

災では3月から6月までは前年比減少だったもの

の、7月以降持ち直し、年間通じてはほぼ前年同

様、2.1%の伸びさえ示している（日本政府観光局

調べ）。

若者の海 外旅 行離れ

こうした日本人のアウトバウンド観光の中で、特

に1996年以降「若者の海外旅行離れ」が取り沙

汰されている。これは若者の海外旅行者数が人

口減少を上回り、特に20代の若者が海外旅行か

ら離れる現象を指し、2008年～2013年を比較し

ても、図のように特に20代男性の海外旅行離れ

が 著 し い 。 筆 者 は 観 光 庁 の 依 頼 で 2 0 0 9 年 度

に 「若年層アウトバウンド促進事業」として調査検

討したことがあるが、観光に興味関心の高い立教

大学観光学部生と旅行業協会、旅行社、宿泊業

関係者等が会して議論した結果、価格競争の余

り、経済合理性を追求したマスツーリズムの極とも

言え る 航 空 券 と ホ テ ル の み セ ッ ト の 「 ス ケ ル ト ン

ツ ア ー 」 に飽き足らず、旅での交流を志向し、国

内旅行は重ねている状況を確認した。（旅行嫌い

世代の登場：国内(うち)にこもる私たち？/2010年

2月20日/主催：立教大学観光学部 後援：観光

庁、社団法人日本旅行業協会）
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スケルトンツアーからボランティアツアーへ

現 在 の 若 者 向 け マ ス ツ ー リ ズ ム の 典 型 で あ る

スケルトンツアー（パックツアー）が求心力を失う

一方、ボランティアツアーを指向する若者は着実

に増えている。ボランツーリズム（Voluntour i sm）

とも言われ、旅の過程で何らかのボランティア活

動に従事する観光を指すが、他人を助けたり、社

会事業に尽くす利他主義の精神を基礎に、1990

年 以 降 本 格 的 に 展 開 さ れ 、 2 0 0 8 年 で 1 6 0 万

人、3000億ドル弱の経済規模があったと言う。特

にギャップイヤー（修学上のブランク期間）を持つ

イギリスでは、市場規模は2005年時点で50億ポ

ンドと言われた （『観光学ガイドブック』2014）。日

本でも大学の9月入学開始に伴い高校卒業から、

あるいは大学卒業からそれぞれ半年間がギャップ

イヤー期間として浮上している。

ボランティアツーリズムは奉仕と観光のどちらに

重点を置くか、目的意識によってシリアスな余暇

にもカジュアルな余暇にもなり得る。今後は専門

職ボランティアに加え、ギャップイヤーボランティ

アとも言うべき存在が現れるだろう。

こうした観光形態は成長、交流、グローバルと

いう要素を持ち、本稿がテーマとするスタディツアー

と共通する。

これらの学びや交流を含む旅が観光学のトレン

ドである理由は、パックツアー減と交流ツアー増

という量的な理由に加え、質的な転換が意識され

ているからだ。個人的にはアメリカで盛んな世代

論に与するものではないが、同じ時代に生きたこ

とで社会的事象を共有し、価値観に相通ずるもの

が あ り 得 る こ と は 否 定 し 難 い 。 ポ ス ト ・ ベ ビ ー

ブーマーをX、Y、Z世代と分けた場合、現時点で

はY世代（80年代から00年代生れ。ミレニアルま

たグローバル世代とも）が後述のユースツーリズム

の担い手に該当し、日本ではポスト団塊ジュニア

と重なる。彼らの特徴として、IT技術の先天的存

在、核家族による家庭中心の行動、テロの時代を

見聞きし高い安全意識、観光における交流志向

などの特性が指摘されている。こうした世代にお

いては、広告代理店が指摘するような、男性の消

費行動の変化だけでは説明しきれず、やはり消費

力自体が相対的に減退している可能性を指摘して

おく。
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ユースツーリズムとは

これまで見たような若者の旅行を「ユースツー

リズム」と呼ぶが、国連世界観光機関（UNWTO）

の 定 義 に よ る と 、 1 5 - 2 5 歳 の 若 者 に よ る 観 光

は 、 国 際 観 光 客 到 着 者 数 の 2 割 を 占 め る と い う

（UNWTO、2010）。若者海外旅行総数2億人弱

に1人当たり平均費用をかけると500億米ドル超

の支出となり、若者の貧乏旅行、と無視してばかり

もいられない。ユースツーリズムは前述の経済合

理性を追求するマスツーリズム以外の旅ということ

で、撮影、グルメ、ダークツーリズムなどの特定テーマ

観光（SIT）や、エスニック、ヘリテージツーリズムなど

の文化観光とともに、「ニッチツーリズム」の一つ

に数えられる。これは、80年代まで「ニューツーリ

ズム」、その後「オルタナティブツーリズム」などと

呼ばれた脱マスツーリズムの観光形態に近いだろ

う。12-31歳というやや広い制限で発行可能な国

際学生証や、長く休みの取れる若者向きをイメージ

して開発されたJRの青春18きっぷ（年齢制限はな

し）などを思い出すとわかりやすいかもしれない。

スタディツアーとは何か

ユースツーリズムの中でも、スタディツアーは何

らかの学びを目的とした研修旅行を指すが、有名

観光地を絵葉書を見るようにたどりがちなマスツー

リズムからの反省に立つ点は、ボランティアツアー

と 同 じ で あ る 。 旅 行 業 界 で は 「 教 育 旅 行 」 と 呼 ば

れ、主に修学旅行を指す。奈良京都での日本の

歴史をたどる国民教育や、沖縄や広島長崎など、

光でなく影を見るダークツーリズムが代表事例だ

ろう。こうした学習活動の中では、生徒自ら参画

し、現場の状況に身を置き、現地住民と交流し、

教室での学びと連結する、といった行動が目標と

なる。他者からの学びを含むエコツーリズムなどと

も重なりを持つだろう。アカデミズムの中では「フィー

ルドワーク」「巡検」などと呼び習わされる行為に

近く、こうした学問背景を持つ教員は少人数であ

れば問題なくアレンジ引率が可能であろう。

他にも学びを伴う滞在として、留学やワーキン

グホリデーがあるが、明治以来エリート渡航の代

名詞だった留学は、1985年のプラザ合意後の円

高ドル安誘導で大衆化している。90年代には条

件の厳しい大学でなく、海外語学学校への留学

手配を専門とする会社も登場している。筆者が企

画に立ち会った『地球の歩き方』留学編も80年代

末だった。日本の大学も教育戦略の一環、また研

究の国際化のため、海外大学との協定、並びに

交換留学枠を増やしている。立教大学の全学海

外協定校も現53校のうち、実に31校が今世紀以

降の協定締結校である。リー・クアンユー曰く「ア

ジアの学都ボストン」シンガポールは、イギリスの

大学入学資格（GCE）上級レベルが必須で、学位

取得のための留学には高い関門があり、こうした

大学間協定下での交換留学が現実的である。ワーキ

ングホリデーについてもシンガポールは独自のレ

ベル設定を行っており、各種世界大学ランク200

位以内（NUS、NTU相当）の日本の大学の学生

であることを条件にしている。オーストラリア、カナ

ダ、フランス、イギリスなどの二国間協定ワーキン

グホリデーの場合と異なり、この条件に照らすと旧

帝大と早慶がボーダーになる。長期滞在という意

味では隣国マレーシアで盛んなロングステイもあ

るが、現時点でシンガポールにはこうしたビザ枠

は存在しない。

日本 独自の 修 学旅 行文化

ス タ デ ィ ツ ア ー は 旅 行 業 的 に は 教 育 旅 行 と 呼

ばれ、ほぼ修学旅行とイコールだが、独自の修学

旅行文化の形成過程を概観しておこう。修学旅行

の嚆矢は明治19（1886）年に東京師範学校（筑

波大学の前身）が千葉県で行った１１日間の「徒

歩遠足」と言われる。「修学旅行」という用語は同

年『東京茗渓会雑誌』を初出とし、翌々年には尋

常 師 範 小 学 校 準 則 に 「 修 学 旅 行 」 の 項 目 が 示 さ

れた。

一 方 、 最 初 の 海 外 修 学 旅 行 と し て 明 治 2 9

（ 1 8 9 6 ） 年 、 兵 庫 県 の 中 学 校 が 北 東 ア ジ ア 方 面

への修学旅行を実施した記録がある。これには、

特 集 :  ユースツーリズムはなぜシンガポールを目指すのか スタディツアーとしてのグローバル研 修
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当時西欧列強を追って帝国日本を建設する現場

を、国民教育として見せる意味合いがあった。更

に昭和のはじめには、中国東北部や台湾、朝鮮

半島など北東アジアへの修学旅行が増加してい

る。国内では、今日の奈良京都に通じる日本の歴

史上の「聖地巡礼」も盛んで、伊勢神宮参拝を中

心に｢国家神道教育｣に関連した寺社仏閣への修

学旅行が多く見られた。

戦 後 の 日 本 に お い て は 、 1 9 4 6 年 に 各 地 で 修

学旅行が復活している。当時の文部省は1956年

に「修学旅行の手引き」を発行し、修学旅行の計

画 、 実 施 、 事 後 の 指 導 に 関 わ る 指 針 を 示 し て い

る。

交 通 面 で は 、 1 9 5 4 年 、 和 歌 山 県 の 中 高 が 戦

後 初 の 修 学 旅 行 専 用 列 車 に よ る 連 合 輸 送 を 始

め、1959年には日本初の修学旅行専用列車「ひ

ので号」「きぼう号」が運行を開始している。これを

機に修学旅行専用列車はその後も増加し、1970

年には合計12本の修学旅行専用列車が全国を

走っている。1964年の新幹線開業にはじまる高

速鉄道輸送の波は教育旅行にも及び、1968年に

は新幹線を利用した修学旅行が開始される。その

後1971年、特急料金の割引制度導入を機に新幹

線利用の修学旅行は急増し、「ひので号」「きぼう

号」の運行が同年終了している。

今 や 海 外 修 学 旅 行 に 欠 か せ な い 航 空 機 利 用

だが、1978年、福岡県教育委員会が全国で初め

て公立高校で航空機の利用認可を受け、1983年

から当時の国内航空３社による修学旅行割引運

賃が開始されている。こうした背景の下、80年代

には修学旅行の国際化が加速し、それに伴い、

社会情勢によって実施時期や方面の変更を余儀

なくされる事件も目立った。たとえば20世紀末に

は高知学芸高生が巻き込まれた1988年の上海列

車事故、翌年の六四天安門事件、1991年の湾岸

戦争、また2001年の同時多発テロを挙げてもよい

だろう。

旅 行 社 の 視 点 で は 、 こ う し た 修 学 旅 行 は 各 学

校の仕様書を元に企画書を作成し、受注につな

げるわけだが、前提となる教育旅行の意義は表の

ように、現在まで時代とともに確立されていった。 

中でも「ゆとり教育」でやり玉に挙げられた総合

学習だが、旅行による体験学習プログラムの受け

皿として機能したことは特筆してよい。こうした旅

行、遠足は、特別活動「学校行事」のうち「旅行・

集団宿泊的行事」に位置づけられる教育活動で、

「 集 団 活 動 や 体 験 的 な 活 動 を 通 じ 、 豊 か な 学 校

生 活 を 築 く と と も に 、 特 に よ り よ い 人 間 関 係 を 築

く力、公共の精神を養うこと、社会性の育成を図

ること」が重視され、指導計画の作成に当たって

は、「活動の目的やねらいを明確にした上で、「各

教科、道徳及び総合的な学習の時間などの指導

と関連を図る」こととされている（文部科学省ウェ

ブ、2014）。

日本・シンガポール間の観 光

シンガポールで日本からの修学旅行をはじめと

する研修がどのように受け入れられているかを検

討する前に、日星間の観光事情を確認しておき

たい。シンガポール人の訪日外客数は20万人弱

で、2011年以降は毎年2割近い伸びを見せてい

る（日本政府観光局、2013）。韓国、中国、台湾

の100万人単位には及ばないものの、アセアンで

はタイに次ぐ人数で、何より人口の5%を占める比

率の高さから、台湾同様リピーターの存在が際立

表：戦 後日本における教育旅 行の意義の確 立
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つ。どこの県のどのような泉質の温泉など、細か

い指定もあるようだが、現在シンガポールには日

系以外ではPRIME、APPLEなど日本へのSITに

応じられる旅行会社が少なく、今後の課題となっ

ている。

一方、日本人のシンガポールへの入国者数は

80万人超で、全外国人入国者数1500万人の1割

弱を占めている（シンガポール政府観光局、2013）。

シンガポールのインバウンドは、コンベンションツ

アー（MICE）では際立った強さを見せ、年間開催

件数は2011年以降900件を超えて伸び続けてい

る。これは、アメリカ、フランス、ドイツ等の国際コ

ンベンション先進国を凌駕し、日本の倍近い数で

ある（ジェトロ・シンガポール、2014）。エクスポ、

サンテックなど10万平米を超える会場に加え、サ

ンズ、ワールド・セントーサ、ラッフルズ・シティな

どでこうした団体客を見かける機会も少なくないだ

ろう。

観 光 局 の 前 身 の 観 光 推 進 局 が 開 設 さ れ た

1964年に、2万人弱から始まったインバウンドは

現在800倍にも達しているが、独立50年（SG50）

の一環として観光局は「Tour i sm50」を進めてお

り、ロンリープラネットの「Best in Travel  2015」

にノミネートされたのは耳目に新しい。観光局1階

にこのほど開設されたツーリズムコートは現地学

習施設としても利用可能だろう。

シンガポールのグローバル研 修事情

こうしたインバウンドの大成長の中で、シンガポー

ルにおけるグローバル研修の現状はどうなってい

るのだろう。現地日系旅行社へのインタビューか

ら、最新事情をお知らせしよう。現在、シンガポール

に日本から研修目的で訪れるのは、主に中高生

で約2万人、時期は日本の夏季休暇中と年末年

始に集中する。多いときは1グループ300名という

こともある。シンガポールから日本への研修渡航

は2000人程度とのことだが、ほとんどが20〜30名の

グループだ。シンガポール現地でのプログラムは

現地校交流と日系企業訪問がセットになるが、大

量 に 特 定 時 期 に 集 中 す る 日 本 独 自 の 修 学 旅 行

文化が諸手配を困難なものにしている。ただでさ

え多忙なシンガポールの学校は、珍しくない日本

から、全体として英語レベル の高くない生徒の、

時期を選べない訪問に、必ずしもウェルカムでな

い面がある。日系企業は社会貢献と広報もあり、

協力的な場合が少なくないと聞くが、数十人単位

ならともかく、一度に100人単位では工場見学くら

いが関の山だろう。ただでさえ高価なホテル泊で

なく、生活体験としての学びも多く、Ai rBnBの台

頭もあり、注目されるホームステイも構成要素とし

て考えられるが、大人数で特定時期という日本側

の条件に合った手配がシンガポールでは難しく、

カンポン（農村）ホームステイを全国的に展開する

隣国マレーシアとは事情が異なる。そのため、シ

ンガポール出入国で、ジョホール等のホームステ

イや、場合によってはマレーシアでの現地校交流

も組み合わせることがあるようだ。これは、マレー

シアで日本からの研修受け入れが、すでにビジネ

ス化されていることの現れでもある。

修学旅行型とは別に、日本の中高側の現状と

して、その後大学版もはじまった文科省のスーパー

グローバルハイスクール（SGH）指定校のケース

がある。幹事校の筑波大学附属高校や国際バカ

ロレア認定校をはじめ、246校の申請校から56校

（2014）が選定され、「グローバルリーダー育成に

資する教育」を目的に研究開発の委託を受け、5

年単位で毎年上限約1600万円の補助が得られる

が、こうした枠の他にもグローバル人財育成事業

は様々あり、シンガポール関連で筆者が関わって

いるものとして、テマセク・ポリテクニックと提携し

た石川県の事例は文科省の「成長分野等におけ

る中核的人材養成等の戦略的推進」事業による。

選抜された少人数の日本人高校生の現地での英

語 プ レ ゼ ン 会 場 を テ レ ビ会 議 で 石 川 県 の 学 校 と

結び、シンガポール側の日英バイリンガル教員の

アレンジで、テマセク在校生の3%弱400名が所属

する日本文化クラブから、日本に興味関心の高い

現地校生徒が参加し、非常に実り多い交流の場

だったことを実見した。

特 集 :  ユースツーリズムはなぜシンガポールを目指すのか スタディツアーとしてのグローバル研 修
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執筆者氏名

舛谷　鋭　（ますたに　さとし）

経   歴

早稲田大学助手を経て、1998年から立教大学勤務。現在、立

教大学観光学部教授。2014年より南洋理工大学人文社会学部

で客員教授を勤める。

研究テーマはシンガポール、マレーシアの華人文学。観光文

化、特に戦争についてのダークツーリズム。共著に『シンガポー

ルを知るための65章』等。

グローバル研 修を成 功させるために

団体修学旅行型にしても、少人数エリート校型

にしても、送り出し側の日本の学校に求めたいの

は、現地旅行社や関係者ボランティアに手配を丸

投げするのでなく、長期的な視点に立って、シン

ガポールの学校とMOU（了解覚書）協定とまでは

言わないが、一番ゆるやかなLoI（関心表明）協定

くらいは結び、継続的な交流をオフィシャルにす

ることだ。シンガポール現地校交流の問題はこれ

でおおよそクリアされるだろう。

日 系 企 業 訪 問 以 外 の 現 地 プ ロ グ ラ ム と し て 、

前述のスタディツアーの経験から、シンガポール

で 時 期 を 選 ば ず 大 人 数 が 参 加 可 能 な も の が い

くつか考えられる。まち歩き系では、国立遺産局

（NHB）がマップを出している地域毎のヘリテージ

トレイルや、リバーウォークをゴミ拾いボランティア

しながら巡る企画も現地ボランティア団体との連

携で可能だろう。

工 場 見 学 系 で は ニ ュ ー ウ ォ ー タ ー 工 場 の 見

学、一般的な観光地であっても、例えばガーデン

バイザベイでの雨水循環構造を意識した見学は

有意義だろう。

なお、前述のポリテクニックだけでなく、各大学

にも存在する日本文化クラブメンバーによるまち

歩きボランティアガイドはすでに実施されており、

好評のようだ。シンガポールでの他のボランティ

アについても国立慈善博愛センター（NVPC）の

SGcaresウェブなどで探すことができる。

いずれのケースも、学びの視点、特にシンガポー

ルの政策がいかに「シンガポールストーリー」を紡

ごうとしているかを、現地研修だけでなく、日本で

の事前学習、事後学習、たとえば英語資料を日

本語化する、テレビ会議で現地と報告会を共有す

るなどの作業を含め、日星双方での手順の具体

的な明示と共有が成功の鍵であろう。

おわりに

日 本 国 憲 法 に 記 さ れ た 基 本 的 人 権 に は 、 自

由、参政とともに請求権の中に教育を受ける権利

を含むが、それは学校だけで行われるわけではな

い。たとえばインターンシップだが、まだまだ日本

では単なる職業体験に終わっており、シンガポー

ルで現地学生のインターンシップ受け入れを経験

すると、その真剣さや積極的関与にたじろぐことも

少なくないという。社会貢献や広報を超え、関わ

る人々が広い意味での教育の視点を持っていた

だけるかが、グローバル研修の成否を左右する。

観光は消費するだけで創造や生産と関わりが

ないと言われるが、スタディツアーは教育と関わる

ことで、こうしたマスツーリズムへの批判を克服し、

社会の多くの人々がそれぞれの立場で教育に関

わる場を提供することができる。小文によって、企

業はじめシンガポール在住の方々に多少なりとも

ご理解いただければ望外の喜びである。

特 集 :  ユースツーリズムはなぜシンガポールを目指すのか スタディツアーとしてのグローバル研 修
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デ ザ イ ン と い う 言 葉 を 使 う 時 、 皆 様 は ど の よ う

な事・物をイメージされますでしょうか？装飾的・

造形的制作物から特定の問題解決方法に至るま

で、デザインの対象は非常に広く、実に様々な解

釈が存在します。ここでは社会環境を改善し新し

い価値創造をする行為をデザインと呼びたいと思

います。日本語にはデザインと類似した「意匠」と

いう言葉がありますが、この文字が示す意と匠（た

くみ）の融合、つまり思考と技巧の融合がデザイン

には不可欠なのではないでしょうか。

SUTDの成り立ち

Singapore　Univers ity　of　Technology and 

D e s i g n 　 ( S U T D ) は マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 工 科 大 学

（ M I T ） と の コ ラ ボ レ ー シ ョ ン に よ り 設 立 さ れ た シ

ン ガ ポ ー ル 第 4 の 国 立 大 学 で す 。 こ の 大 学 は

2 0 0 8 年 に 発 表 さ れ た シ ン ガ ポ ー ル の 大 学 教 育

拡大戦略（Report of  the Committee on the 

Expansion of  the Univers ity Sector）を元に計

画され、2012年に第一期生を迎え、この1月から

チャンギ空港近くの新キャンパスに移るに至りました。

2008年の計画は、国の知識集約型・付加価値

創 造 型 経 済 へ の 移 行 に 伴 い 、 国 立 大 学 教 育 を

受ける学生数の拡大と国内の大学教育の多様化

を主目的とした人材育成戦略です。具体的には

(1 )選ばれた学科に特化する(2 )外国大学と提携

した(3 )学際的で(4 )産学連携に力を入れた新大

学の創設の案が盛り込まれていました。戦略の内

容 自 体 は 別 段 新 し い と い う わ け で は な い の で す

が、SUTDは正にその計画案を僅か4年で実現し

た大学となっており、シンガポールの実行力には

特　集

S i n g a p o r e  U n i v e r s i t y  o f  T e c h n o l o g y  a n d  D e s i g n の 教 育と 研 究

デ ザ イ ン 思 考・デ ザ イ ン 技 巧
Singapore Universi t y  of  Technology and Design
Assis tant Professor  of  Architec ture and Sustainable Design

貝島　佐和子

驚かされてしまいます。以下の節ではこの計画の

４項目に沿ってSUTDの理念と具体的な構造につ

いて簡単に紹介させて頂きます。

(1)SUTDの学科とカリキュラム

S U T D で は 分 野 横 断 的 な 教 育 を 目 指

し 、 A r c h i t e c t u r e 　 & 　 S u s t a i n a b l e 　 D e s i g n 

(ASD:　建築、建築環境デザイン)、Eng ineer ing 

P roduc t　Deve l opmen t　 (EPD：製品工学デザ

イン)、Engineer ing Systems & Design (ESD：

システム工学デザイン)、In f o rma t i on　Sys tems 

Technology & Design ( ISTD：情報工学デザイ

ン)、という４つのP i l l a r (柱 )と呼ばれる枠組みの

中 、 学 士 、 修 士 、 博 士 課 程 の 学 生 が 学 ん で い ま

す。これは「デザイン対象の共有」を鍵としたフレー

ムワークで、建築、都市計画、環境工学、材料工

学、機械工学、宇宙航空工学、組織工学、体系

Singap ore Univers i t y  of  Te chnolo gy and D esign 新校舎
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工学、最適化工学、コンピューターサイエンスとい

った分野が含まれています。

学士課程では１学年300人から350人の学生が

8学期のカリキュラムを3年半で修了します。初め

の3学期間は総合教育、残りの学期は専門Pi l l a r

教育を受けます。総合教育には、物理、自然、人

文科学及び、デザイン理論、プログラミング、シス

テムデザインといった科目が含まれおり、学生は

この課程を終了した時点で専門Pi l l a rを選択しま

す。総合教育期間中は50人の学生が１つの教室

を 自 分 達 の 空 間 と し て 与 え ら れ 、 教 員 が 学 生 の

教室で授業を行います。このシステムには専門分

野教育の時間が削られるという欠点があるとはい

え、学生自身がより学びたい分野を俯瞰的教育を

通して知ることができる、専門教育期間に移って

からも分野を越えた学生間交流が生まれる等、多

くの利点が挙げられます。更に、P i l l a r混合のグ

ループ卒業プロジェクトが7、8学期目の必須科目

となっており、各々の専門教育で学んだことを融

合するデザインの場が大学生活最後のハイライト

として用意されているのです。このように一部変則

的ではありますが、学生はこのカリキュラムを通し

て専攻分野の教育課程認定、資格認定も受けら

れる仕組みとなっており、修士、博士、ポスドク研

究期間には、MITとの二重学位制度、共同研究、

学際研究プロジェクト等への参加機会も提供され

ています。

また、SUTDでは学生に限らず教員側も分野を

超えた多角的視点からデザイン教育に対応する

ことが求められています。そのため、異分野の教

授 同 士 が 同 じ 教 室 で 教 え る 機 会 も多 い の で す 。

教育者側の分野横断は難しくもあるのですが、学

際的な大学文化をつくる上では特に重要な点な

のかもしれません。

(2)グローバルな大学に向けて：SUTDの提携大学

グ ロ ー バ ル な 人 材 育 成 に 不 可 欠 な 外 国 大 学

と の 提 携 と い う 点 に お い て も S U T D は 戦 略 的 に

考えられています。現在、本校はMITとZhe j i ang 

U n i v e r s i t y （ Z J U ： 中 国 浙 江 大 学 ） 、 つ ま り 欧 米

と ア ジ ア 双 方 の 有 名 大 学 と 提 携 し て お り 、 学 生

の交換留学プログラム及び教員の交流、共同研

究プログラムが用意されています。また、国内の

Singapore Management Univers ity（SMU）と修

士課程での二重学位取得制度を設けるといった、

他の分野特化型大学との提携も進んでいます。

別けてもMITの得意とする先端技術分野での

イ ノ ベ ー シ ョ ン ＆ ア ン ト レ プ レ ナ ー シ ッ プ 精 神 を

織り交ぜた大学文化を創生したいという考えのも

と、MITと本校はSUTD設立計画段階から大規模

なコラボレーションを続けています。実質的には

（１）学部科目の作成（２）共同授業（３）学生交換

留学（４）教員募集・採用（５）共同デザイン研究

センターの設立等の面で両校は緊密に連携して

います。MITが海外大学との踏み込んだ提携に

コ ミ ッ ト す る の は 初 め て の こ と な の で す が 、 実 際

に 多 く の 教 授 、 研 究 員 、 学 生 が シ ン ガ ポ ー ル の

支 援 を 受 け て 、 M I T と S U T D を 行 き 来 し て お り ま

す。SUTDのプレジデント(学長)として元MIT工学

部学部長のトム・マグナンティ教授を迎えたところ

にも国際的な大学をつくろうというシンガポールの

意気込みが感じられます。

生徒作品：建 築プログラミングクラスの第一課題
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当然のことですが、シンガポール国立大学であ

るSUTDと米国私立大学であるMITとでは、教育・

研究現場での「常識」、また学生の教育体験や社

会背景からくる価値観にもにかなりの開きがありま

す。グローバルな人材とは、文化間の価値相違か

ら起きる摩擦を健全な形で埋めていくことの出来

る能力を身につけた人々のことをさすのかもしれ

ません。そうした意味でも、表面的になりがちな大

学提携や姉妹校といったレベルに留まらないコラ

ボレーションの成果は大きいのではないかと期待

すると同時に、今後は双方にとってメリットがある

環境を維持するシステムをデザインすることが求

められていると考えます。

(3)新しい学問領域のデザイン：学際的教育と研究

産業革命の時代につくられ発展してきた分野

的な縦割り教育や研究は、現代社会で必要なデ

ザイン活動に適さないのではないか？という考え

から学際的、つまり分野横断的な教育と研究の重

要性が叫ばれて久しくなります。価値観、目標の

違いから専門用語の壁に至るまで、横断的な活

動を志してもなかなか超えられないバリアが数多

く存在する一方で、物事の本質を見極める力、コ

ミュニケーション能力、柔軟な応用力が求められ

る職場環境は魅力的であるとも言えるでしょう。

前述した教育分野での仕組みに加え、SUTD

では研究分野でも学際的な活動に力を入れてい

ま す 。 S U T D 内 に は 幾 つ か 研 究 所 が あ る の で す

が、ここではInternat ional  Design Centre( IDC）

というSUTDとMITで共同設立したデザイン研究

所をご紹介します。まず、基本的に研究費の獲得

には分野横断的研究チームを組むことが義務付

け ら れ て い ま す 。 例 え ば 、 私 の 専 門 は 建 築 で す

が、MITの航空宇宙学科の教授やコロラド大学出

身の機械工学の教授とIDCで共同研究を行って

います。研究空間も分野横断的にデザインされて

おり、私のオフィスは材料工学と電子工学の教授

に挟まれ、日々のちょっとした会話から新しいアイ

ディアがうまれることが多々あるという刺激的な環

境です。また年に一度MIT・SUTD双方から100

名を超える様々な分野の教授陣、更には企業も

参加することのできる学会が開かれており、世界

的な数学者の先生とコーヒーを飲みながら世間話

ができるというのもIDCの魅力の一つです。

IDCを含め学際的研究を目指す機関は多いの

ですが、そうした研究は往々にしてコストもリスクも

高いものとなります。研究計画が立てにくいこと、

新しい分野を理解し評価するシステムが存在しな

いこと、また研究員のリクルート等も難しくなるから

です。大学のランキングといった優秀な人材を集

める際にある程度必要となる指標や教授の研究

成果は、主要論文の数、論文引用数などによって

評価されることが多いのですが、存在しない分野

MI T短 期留学プログラムでミニ自動車をデザインするSU T DとMI Tの学生 達

ID Cの研究空間

特 集 :Singap ore Univers i t y  of  Te chnolo gy and D esignの教育と研 究　デザイン思考・デザイン技 巧
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でこうした数字を伸ばす事は既存の分野研究で

のそれよりも遥かに難いのです。その為、名ばか

りの学際研究という状態に陥る危険性が高いとい

えるでしょう。リスクと理念のバランスをどの様にと

っていくのか、つまり、リスクを負うのが大学なの

か、研究所なのか、教授個人なのかといった部分

の計画と透明性が学際的研究組織には必要なの

ではないかと感じています。

(4)実社会の問題解決力：産学連携教育と研究

学生時代に習った知識は社会であまり役に立

たないと感じる若者が多いそうです。勿論、実社

会では経済的・時間的制約から重要視されない

題材の教育・研究は重要なのですが、アカデミア

とインダストリーのより強い連携関係もSUTDが目

指すところなのです。国としても教育・研究に莫大

な投資しているため、短・中期的な経済貢献性の

高さをSUTDに期待しています。

教育面での具体的仕組みとして、学部生は在

学中に18週のインターンシップ経験をつむことが

必 須 と な っ て い ま す 。 大 学 が 組 織 的 に 受 け 入 れ

企業を募り、学生が興味のある分野で働く体験が

できるよう支援しているのです。さらに、前述した

グループ卒業プロジェクトでは、学生が企業から

少額の出資をうけ実社会の問題解決デザインに

取り組みます。大学側で企業プロジェクト及び資

金集めも行っていますが、やる気のあるグループ

は自分達でプロジェクトを提案しサポート企業や

資金を調達してくるのです。このシステムは実社

会の問題解決能力、つまり現場で役立つデザイ

ン 力 を 養 成 す る 上 で 役 に 立 つ と 考 え ら れ て い ま

す。（2015年春学期から学生主導科目である卒

業プロジェクトがスタートします。）

研究面での産学連携は、目的、意識、そして何

よりもスピード感のギャップを埋めつつ、個々の企

業と研究室のマッチメイキングが重要だと考えま

す。今後SUTDと日本企業の共同研究なども実現

できたら面白いのではないでしょうか。

大学デザイン

最初にデザインについて触れましたが、大学を

創るというのもデザインです。教育・研究の理想や

理念の実現に向けた制度や仕組みづくり、シンガ

ポール特有の社会・文化背景への適合といった

マ ク ロ な 視 点 を 持 ち つ つ も 現 場 で の 経 験 を 基 に

改良改善を加え、SUTDはデザインされたと呼ぶ

に相応しい大学に成長していかなくてはなりませ

ん。「魅力的である事」と「魅力的であり続ける事」

が根本的に違う様に、「大学が新しい」という事と「

新しくあり続ける事」は大きく違います。今後は新

しく、魅力的であり続けられる大学創りの思考と技

巧を学生と共に磨いていけたらと考えております。

執筆者氏名

貝島　佐和子　（かいじま　さわこ）

経   歴

慶応義塾大学環境情報学部卒業後、マサチューセッツ工科大

学建築学科修士課程修了。ロンドンの建築構造デザイン事務

所での研究コンサルティングを経て、建築と構造を繋ぐDes i gn 

Computat ionを専門とする現職につく。

特 集 :Singap ore Univers i t y  of  Te chnolo gy and D esignの教育と研 究　デザイン思考・デザイン技 巧

Singap ore Univers i t y  of  Te chnolo gy and D esign 新校舎
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1． 日本における清 酒製 造 業 界の現状

清酒製造業は日本の伝統産業でありながら、蔵元

数は減少傾向にあり、全体の生産数量も減少の一途

をたどっています(図1)。さらに、成人人口は増加する

ものの、ライフスタイルの変化等により、１人当たりのア

ルコール消費量は減少傾向にあります。わずかなが

ら、リキュールとスピリッツ等は増加傾向が見られます

が、清酒の消費数量の減少は著しく、最も消費量が多

かった昭和50年にくらべると3分の1ほどまで減少して

います（図2）。

しかし、東日本大震災後、東北の酒蔵が行ったプロ

モーションや和食がユネスコの世界無形文化遺産に

登録されたことなどから、多少日本酒に対する意識の

変化がおこり、さらに、「國酒プロジェクト」が平成24年

に始動されたことにより、日本酒・焼酎に対する国民の

関心も変化していると言えるでしょう。

特　集

もともと、「國酒」という名称は、30年ほど前の日中国

交回復の晩餐会でホスト国の中国による「白酒」での

乾杯を経験した大平首相が、日本では外交晩餐会の

乾杯の際に、伝統の酒である日本酒や焼酎があるに

もかかわらず、ワインなどで乾杯をしていることを危惧

し、日本酒と焼酎を「國酒」と命名し、乾杯の際に使用

することを提案したのが発端です。しかし、その後この

考えはあまり浸透せず、日本酒・焼酎離れも加速して

いたこともあり、「國酒」という名称は忘れられていたの

ですが、最近になって、海外で日本食ブームと共に日

本酒の知名度が上がり始めたことをきっかけに、国家

戦略担当大臣が、「國酒」をもっと外国人に知ってもら

い、海外にももっと輸出したいとの考えからプロジェクト

が発動されたのです。このように、国全体が日本酒（國

酒）を海外に広めたいという思惑をもっている中で、海

外にいる日本人は、一体どのようにして外国人に日本

酒を伝えていけばよいのでしょうか？

外 国 人 に ど の ように 日 本 酒 を 伝 える べ き か？
SSI I  nternational
Direc tor

大津　稚子
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 2 ．清 酒の海 外 輸出の現状

国内市場が縮小している中、海外輸出に関して

は、合計輸出数量は16,202kl（平成25年）であり、これ

は全体の清酒製造数量の約3.5％程度ではあります

が、輸出数量、金額ともに増加傾向にあります。

酒類全体をみると、輸出数量はビールが最も多く、

清酒は2番目となっていますが、平成20年比133.3％

の伸びを示しています（表１）。また、輸出金額におい

ては、清酒が断トツ一位となっており、こちらも平成20

年比137.1％の伸びとなっています（表２）。単価をみる

と清酒はウイスキーの次に高い数値であり、実際に海
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外市場では、清酒の中でも高額品の流通が増加して

います。

次に、主要輸出先をみてみると、シンガポールは清

酒輸出数量では第8位ですが、輸出全体に占める金

額割合をみると、アメリカ合衆国、韓国、台湾、香港、

中国についで、第6位となっています（表3）。これは、

シンガポールでは比較的高額な商品が流通している

ことを物語っていると言えるでしょう。

3．シンガポールの現状

シ ン ガ ポ ー ル は 、 ア ジ ア 有 数 の 豊 か な 国 で あ

り、GDPは、2,765億USドル（2012年）ですが、国民１人

当たりのGDPは5万2,051USドルとなっており、日本に

おける国民１人当たりのGDP(4万6,735USドル)を上回っ

ています。年間可処分所得は3万USドル超であり、世

帯ベースの収入は、共働きの世帯が多いとはいえ、月

収1万Sドル（日本円で約85万円）以上という世帯が人

口の30％を占めています。このことからも、購買力が高

いことが伺え、外食率も高いという傾向があります。さら

に、英語版Wikipediaのシンガポールのページには、

シンガポールの富裕層率は世界一で、6つにひとつの

家庭が資産を一億円もっているという記事が載ってい

ます。シンガポールでは、アルコール飲料には高い物

品税がかかるため、日本に比べて高価であり、中でも

日本酒は高級なイメージが強いので、日本酒のマー

ケットは必然的に現地駐在の日本人とローカルの富裕

層が中心となっています。

シンガポールの日本酒市場は、2008年頃まで急成

長してきました。その理由としては、2000年初頭から経

済成長により国民の生活レベルが向上し、国内の日

本食レストランや日本へ観光旅行するシンガポール人

が増加し、日本食やそれに合わせる日本酒への認知

度や人気が上昇したことによると考えられています。そ

れ以降現在までは、輸入量は横ばい傾向で、輸入額

は増加傾向です。この傾向から、すでに日本食の飲

食店は相当普及し、飽和状態になりつつあり、今後大

幅に日本酒の輸入量が伸びる状況にないとの分析も

されています。

シンガポールの日本食の飲食店は900軒ほど存在

しており（2013年JETRO資料による）、それらは、最高

級和食（１人当たりの予算S$500〜=5万円前後）高級

和食（S$300=2〜3万円）和食専門店（S$100前後＝〜1

万円）ジャパニーズ（S$50＝5千円以下）の4つのカテ

ゴリーに分類できます。私が飲食店をまわってインタビュー

した結果、１人あたりの単価がS$100くらいの和食店で

は、日本人対ローカルの比率は、半々か6対4くらいが

平均的で、中には日本人が9割を占めるような店もあり

ます。このような、日本人比率の高い店のアルコール

のシェアは、ビール→焼酎→日本酒・リキュールの順と

なっています。一方、１人当たりの単価がS$300〜の高

級店では、日本人対ローカルの比率はローカルの比

率が高く、総じて富裕層がターゲットとなっており、ア

ルコールシェアは日本酒が一番高いという傾向にあり

ます。日本人はS$100〜150くらいの日本酒をよく注文

特 集 :  外国人にどのように日本酒を伝えるべきか？
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するが、ローカルには、S$200以上の日本酒に人気が

あり、特に他店舗では飲めないレアな商品や稀少性の

ある高額商品が好まれ、スーパーなどで取り扱われて

いない銘柄を求める傾向となっています。さらに、日本

人は焼酎も飲むが、ローカルはほとんど焼酎を注文し

ないという傾向もありました。このように、飲食店のター

ゲット層や、日本人かローカルかでは注文する酒の金

額や種類が分かれるという現状となっています。

シンガポールで日本酒を飲むためには、飲食店へ

行くかスーパーで購入するという方法があります。飲食

店であっても、四合瓶（720ml）売りが主流で、テイスティ

ングしないで高額な酒を購入することになり、自ずと失

敗したくないので有名銘柄が好まれる傾向が強くなっ

ています。このような場合、日本人が外国人と同行して

いると、この日本酒はどんなお酒なのか？お勧めの日

本酒はどれか？というたぐいの質問をされる事が多い

のではないでしょうか？

4．外国人は日本酒をどう思っているのか？

消費者に日本酒の印象を尋ねると、日本では近年

また日本酒ブームが起き始めているとはいえ、終戦直

後に出回った質の悪い三増酒の影響からか、「日本

酒は悪酔いする」「おしゃれ感がない」などとワインや

リキュールに比べてマイナスの印象を挙げる人が多く

なっています。しかし、海外には、比較的高品質な商

品が出回っているせいか、「美味しい」「高級品」「おしゃ

れ」というイメージを持つ人も多く、海外市場の方が日

本酒についての悪い印象は圧倒的に少ないと言える

でしょう。しかし、知的レベルの高い人が興味をもつに

つれ、中途半端な知識をもとに日本酒に対して誤解

や先入観を生じたまま消費を続けている場合も多いの

です。例えば、シンガポールにきて一番驚いたのは、

焼酎と日本酒の区別がつかないことのみならず、焼酎

＝hot　sake(熱燗)が同義だと思っている人がいたとい

う事実でした。漢字を理解できるからこその誤解だと言

えるでしょう。また、燗酒には悪い酒が使われていると

思われていることです。確かに、飲食店では、冷酒に

は銘柄が記載され、選択できるようになっていますが、

熱燗は銘柄名もなく、選択の余地がない店が多く存

在していることから、有名銘柄や高価な酒は冷酒で飲

み、燗酒としては飲まないと誤解してしまうのでしょう。

特に、金額で日本酒の良し悪しを判断する傾向も強

く、このような現状が、高級店でのレアなものや高額な

ものへの人気の高まりを後押ししていると言えますが、

消費者は本来の日本酒が持っている味わいのバラエ

ティー感を楽しむことなく、視野を狭めています。この

ため、日本酒は、ワインのように安価なものから高額な

ものまで広範囲のマーケットに普及していないため、

一部の富裕層への訴求以外には、日本酒マーケット

が拡大しないという問題点が見受けられます。

この現状に対し、日本人はどうすれば、日本酒の魅

力を伝えることができるのでしょうか？

5．日本人は外国人にどうやって日本酒を
　伝えるべきか？

実は、日本人であっても、意外と日本酒について知

らない人は多いのです。では、外国人が一般的に日

本酒について知りたいことはどんなことでしょうか？ま

ず、私たちは、「日本酒とは何ですか？」という漠然とし

た質問にもある程度答えられるように、日本酒の特徴

について基本的なことを知っている必要があるでしょ

う。それにより、その後のコミュニケーションがスムーズ

にいくと思います。この場合、外国人がよく知っている

ワインとの比較を取り入れながら説明するとわかりやす

いと思われますが、注意しなければいけないのは、日

本酒はワインのように、産地と原材料だけで味わいや

魅力を十分に表現することが出来ないという点です。

日本酒の場合は、産地も原材料も重要ですが、それ

以上にその酒の造り（製造方法や技術）が重要です。

さらに、産地の文化や特徴、器や食とのマッチングな

どと合わせて、「日本酒をどのように楽しむか」の提案

をすることが日本酒の魅力を語る上では大切なことで

あると考えています。

ではまず、日本酒の特徴ですが、以下のような点が

挙げられます。

・　日本酒は、2,000年以上の歴史があると言われて

おり、さらに、近代の日本酒造りは江戸時代から続く技

法を多く用いており、日本の伝統文化のひとつである。

・　全国各地に地酒が存在する。

・　ワインは、原材料（ぶどう）の出来の良し悪しの

違いが香味に影響するが、日本酒の場合は、原材料
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（米、水、酵母など）だけでなく、製造方法や技術が香

味の決定要素となる。

・　日本酒はワインと同じように、単独でも、食中酒と

しても楽しむ事ができるが、冷やから熱燗まで、幅広い

温度帯で楽しむことができる。

・　ワインは、食事との相性の良し悪しが明確だが、

日本酒は幅広く楽しめる。

・　ワインの香味特徴は、酸味と渋みだが、日本酒

は甘味と旨味である。

（SSI「もてなしの基」「日本酒の基」参照）

この他、少し日本酒に詳しい外国人からよく聞かれ

る質問は、精米歩合と醸造アルコールの添加につい

てです。精米とは香味のバランスを悪くするなどのマイ

ナス要素を失くすために玄米を削る作業の事をいい、

精米歩合とは、精米後の残った米の割合を示す値で

す。したがって、精米歩合60％と書いてあれば、全体

の40％が削られ、60％を使用して酒を作っているとい

うことを示します。また、日本酒の原料として、米、米

麹、水以外に醸造アルコールを添加しているものがあ

ります。現在では、醸造アルコール添加は、腐敗防止

というよりも、酒の風味を整え、香りを高めるための技

術として用いられています。日本酒は、酒税法によっ

て、精米歩合と原材料（醸造アルコール添加の有無）

の組み合わせから、特定名称酒8種類と普通酒に分

類されています。海外のレストランメニューでは、酒の

リストは特定名称酒ごとに並べるだけで、内容の説明

をしていないものがほとんどですが、この分類だけで

は、消費者はどんな味わいの酒なのか、どのような料

理に合うのかを想像することが難しいと思われます。さ

らに、特定名称酒の名称を知っている外国人の中に

は、純米大吟醸や大吟醸が良い酒であるという先入

観をもっている人がよく見受けられます。当然、精米歩

合が低い方がコストは高くなり、高価な酒となるのです

が、それがそのまま良い酒というわけではありません。

日本酒を楽しむためには、この区分や先入観にとらわ

れず、飲み比べることで、美味しいと感じられることが

重要だと思います。

先にも書いたように、日本酒は食中酒として楽しめ

るお酒です。そして、日本酒には様々な味わいが含ま

れています。味わいの表現として、「この酒は淡麗な辛

口だ」とか「コクがある」などが良く聞かれるのですが、

食に対するオノマトペ（擬態語）は英語が100語に対し

て日本語は400語もあると言われており、そのまま英語

で表現するのは、とても難しいという現状にあります。

基本的には、ワインで使われている表現を参考にして

いただくと良いと思いますが、言葉での表現だけでは

なく、どのような料理に合うのかを具体的に示す事で、

外国人の方はよりイメージしやすくなります。また、dry 

or　sweetのみで表現しようとするきらいがありますが、

日本酒の香味は甘辛だけはなく、少なくとも香りと味わ

いの強弱についても触れると良いでしょう。フルーティー

な香りがあるものが好きか、米っぽい味わいがあるもの

が好きかなどを尋ねると、その人の好みに合った日本

酒を選びやすくなります。

また、日本酒はワインと違い、同じ酒を温度帯を変

えて楽しむことも可能です。料理に合わせて、冷酒と

燗酒の両方を楽しむ事ができるのは日本酒だけと言

えるでしょう。さらに、器については、様々なものを用意

することができます。香りの高い日本酒は、ワイングラ

スなどを使用すると、より香りが楽しめます。また、その

酒の産地が焼き物で有名であれば、産地の器も紹介

しつつ、酒を楽しむことができます。

つまり、「どの日本酒が良いのか？」という質問に対

して、日本人が一番アピールすべきなのは、例えば器

や料理とのマッチングを考えて提供するとか、日本酒

には季節商品があるので、日本の四季にあわせた演

出をすることなど、「どうやって日本酒を楽しむのか」と

いう日本酒の楽しみ方の提案だと思います。そのため

には、日本の文化やその酒の産地の情報を知ってい

ることも必要となるでしょう。

6．最後に

海外での日本酒ブームは確実に始まっています。

現在の問題は、海外市場では、一部の高級品や稀少

品の消費については増加傾向にあるが、富裕層以外

の急激な消費の上昇が望めないため、日本酒のマー

ケットそのものが拡大しつづけるにはまだ課題が残っ

ているという点です。日本酒市場をさらに拡大させる為

には、メーカー側や流通側の商品価格設定や差別化

とプロモーション戦略が重要であるとともに、日本酒を

提供する側も、日本酒を正しく伝える必要があるでしょ

特 集 :  外国人にどのように日本酒を伝えるべきか？
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う。日本国内でも、2020年の東京オリンピックに向けて

観光客も増え、外国人の日本酒消費は増加すると考

えられます。飲食店、小売店等のプロに限らず、多く

の日本人が、今後益々日本酒についての説明を求め

られる機会が増えるでしょう。国内外問わず、日本酒

に対する正しい認識が広まることで、あらゆるバリエー

ションの日本酒のそれぞれの良さをいかしたマーケティ

ングにより、それらが広く市場に認知されることが、今

後の日本酒市場の拡大につながっていくと考えます。

その際に、長い歴史を持つ日本酒は、産地の地域

観光や文化、食との結びつきも深く、また飲食の場面

でも、器、食事、提供温度帯など幅広い演出が可能で

す。私達は、高価なものが良いという一方向からの判

断ではなく、どうしたら日本酒を楽しめるかということを

考え、日本酒について見直していただく事こそ、「おも

てなし」の神髄であると思います。

茶道において、「おもてなし」とは、「主人は万全を

期して客人のために準備し、心地よい体験を演出す

る」という姿勢が大切であると説いています。「どうした

ら、外国人に日本酒の魅力を伝えられるのか？」とい

う問いかけに対しての回答は、最も根本的なところで、

日本酒によって心地よい体験を演出できるように、我々

日本人が準備することから始まるのだと思います。

執筆者氏名

大津　稚子　（おおつ　わかこ）

経   歴

東京都出身　宝石鑑定士（GIA　G.G）、唎酒師・日本酒学講師

（SSI認定）、茶道師範（江戸千家）

1990年　立教大学文学部史学科卒業

1995年　Gemologica l  Inst i tute of Amer ica New York校卒業

2012年　立教大学大学院ビジネスデザイン研究科卒業（MBA）

宝飾業界、日本酒関連業界での経験から、嗜好品やこだわり

品に対するマーケティングが専門。ニューヨーク、香港、シンガ

ポールの在住経験から、日本の文化を在外の日本人及び外国

人に伝えたいと思い、各地でセミナーなどを開催している。

特 集 :  外国人にどのように日本酒を伝えるべきか？
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岐 路 に 立 つ 新 聞 メディア
The Sankei  Shimbun

   
　Singapore Bureau Chief

吉村　英 輝

＜ST創刊１７０年＞

シンガポールの新聞といえば、今年７月に創刊

１７０年を迎える英字紙、ストレーツ・タイムズ（Ｓ

Ｔ）が真っ先に挙がる。一昨年の夏、東南アジア

への赴任が決まり、東京・霞が関の外務省で東南

アジアの担当者らに挨拶したが、彼らの中でもＳＴ

で情報をチェックしている人が多かった。「あの地

域で起きている大事なニュースはたいてい載って

いる。もっと知りたいことを見つけたら、当該地の

メディアや知人を使ってさらに調べる」という理由

だった。１人でこの地域のニュースを担当している

私にとっても、ＳＴは頼りがいのある、まさに東南

アジアを代表する新聞だ。シンガポールに駐在し

ながら周辺各国で仕事をされている企業の方々

も、おそらく同じように読んでいるのではないか。

「でもＳＴの１面でスクープ記事って見たことな

い よ ね 」 。 シ ン ガ ポ ー ル に は 朝 日 新 聞 、 日 経 新

聞、ＮＨＫ、共同通信、時事通信と産経新聞が拠

点を構え、取材現場などで特派員どうしが顔を合

わせることもあるが、ＳＴに話題が及ぶと、こうした

感想が異口同音に漏れることがある。批判や指摘

は様々あるだろうが、日本のメディアで働くほとん

どの記者は、同業他社間での〝特ダネ合戦〟に

揉まれてきた。それが取材対象者との間に緊張感

をもたらし、読者や視聴者の「知る権利」につなが

ると信じ、汗水を流している（という前提で働いて

いることになっている）。他社の記者は、現場で苦

楽を共にする〝戦友〟でもあるが、その本質は恐

ろしいライバルなのだ。

実際、ＳＴ１面に掲載されるシンガポール関連

ニ ュ ー ス の ほ と ん ど は 、 事 件 や 事 故 な ど を 除 け

ば、この国で一党支配を続ける人民行動党（ＰＡ

Ｐ）の政策紹介のような内容で、日本や欧米の新

聞になれた読者からすると、党の機関紙のように

見えてしまう。建国５０年を迎え、任期満了前の総

選挙実施もささやかれる中、その傾向はさらに強

まっているように思える。政権批判につながるよう

な記事は数ページ先の中面あたりにひっそりと掲

載されている。読みながら、記者や編集者が政権

に配慮している様子を察してしまうのは、職業柄

のためだけなのだろうか。

＜自由度ランク１５０位＞

シンガポールの報道事情は、その経営体制に

根ざしているようだ。認可されている新聞は、ＳＴ

を含め２０紙（４言語）あるが、うち１９紙がシンガ

ポール・プレス・ホールディングス（ＳＰＨ）により発

行されている。海外資本などが国内の言論に影

響力を持たないよう、情報通信相の許可なく新聞

社の株式を５％以上持つことは禁じられている。

そのため、ＳＰＨの株主は銀行系ファンドなど多様

だが、元情報通信・芸術相のリー・ブンヤン会長

をはじめ、歴代の経営トップには政府要人が就い

てきた。残る１紙の英字無料紙トゥデーを発行す

るメディアコープは、政府系投資会社テマセク・ホー

ルディングスの完全子会社だ。実質的な国営独

占体制と言える。

１９７０年代までは独立系の新聞もあったが、初

代首相のリー・クアンユー氏の統治で集約されて

いった。同氏は著書などで、欧米型の民主主義

メディアメディア
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に根ざした報道の自由に疑義を呈してきた。６５

年 に マ レ ー シ ア か ら 分 離 独 立 し て 以 来 、 共 産 主

義勢力などと戦いながら民族融和を進める中で、

資源の少ない小国として生き残るための強い意志

に根ざした措置だったと推察する。その成果なの

かは不明だが、６９年の華人とマレー人の対立以

来、大きな暴動は起きなかった。２０１３年１２月に

リトル・インディアで酒に酔った出稼ぎ労働者が警

察 車 両 な ど に 放 火 し た 事 件 に 関 し て は 、 紙 面 で

続報や検証記事が連日掲載され、再発防止につ

なげようとの編集姿勢を強く感じた。

こうした事情から、国際ジャーナリスト組織「国

境なき記者団」による２０１４年世界報道自由ラン

キングで、シンガポールは１５０位となった。東南

アジア勢では、タイが１３０位、インドネシアは１３

２ 位 、 民 政 移 管 し た ば か り の ミ ャ ン マ ー で も １ ４ ５

位。シンガポールの下には、ベトナム（１７４位）や

中国（１７５位）、北朝鮮（１７９位）などが続いてい

る。ちなみに日本は５９位、米国は４６位だった。

＜部数と広告収入減少＞

もっとも、所得も識字率も高いシンガポールで

は新聞の購読率も高く、ＳＰＨによると、１５歳以上

の約７割にあたる２８０万人が毎日、ＳＰＨが出版

する何らかのニュースを読んでいるという。ただ、

新 聞 発 行 部 数 の 経 緯 を み る と 、 海 外 か らの 労 働

者増加で人口が増えた２００８年の１５８万部をピー

クに、その後は漸減傾向が続いている。多少の増

減はあるものの、これは英語、中国語、マレー語、タ

ミル語の全媒体に共通した傾向だ（表参照）。

部数減を受け、ＳＰＨの２０１４年８月期の経常

利益は３億４９００万シンガポール（Ｓ）ドルと、前

期から２０３０万Ｓドル（５・５％）の減益となった。

部門別の営業収入でみると、新聞と雑誌が前期

比６％減の９億３１６８万Ｓドルに縮小した一方、パ

ラゴンやクレメンティ・モールなどの不動産部門が

同３・５％増の２億４９８万Ｓドルになるなど、メディ

ア以外のもうけで悪化する業績を下支えしている

構図がみえる。展示会など、その他部門の営業収

入も同５６・７％増の７８５１万Ｓドルで収益に貢献

したが、メディア部門の落ち込みが大きく、全体の

営業収入は前期比２％減だった。

メディア部門の営業収入減少要因の内訳をみ

ると、広告収入が５１３０万Ｓドル（６・８％）減少し、

部数減による９７０万Ｓドル（４・９％）減少に比べ、

より大きく足を引っ張っている。メディア部門以外

の収益で業績を下支えしている状況は日本の多

くの新聞社の近年の経営状況にも似ているが、シ

ンガポールの場合、テレビを含むメディア広告市

場の半分以上を新聞が占めるなど、日本に比べ

てその比率は高く、広告収入の減少のインパクト

は日本より大きいようだ。

表：シンガポールの新聞発行 部 数の推移（出典・Yearb o ok of  Stat is t ic s  S ingap ore,  2014）
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＜オンライン化の行方＞

部 数 減 対 策 と し て Ｓ Ｐ Ｈ が 力 を 入 れ て い る の

が、オンライン向けニュースだ。ＳＴでは、紙部数

が３３万２３００部に対し、オンライン版は１１万６９

００部と３分の１の規模に拡大している（１３年８月

時点）。月間購読料は紙の２４・６５Ｓドルと配達料

３～５Ｓドルに対し、オンライン版が２６・６５Ｓドル

とほぼ同等の課金をしている（１４年６月時点）。８

割以上の世帯がネット接続できる環境をいかし、

収入減の緩和、印刷費や輸送費の経費削減を両

立 し て い る 。 ま た 、 昨 年 は ミ ャ ン マ ー や ブ ル ネ イ

で、ＳＴの現地版の印刷と発行をはじめるなど、国

際展開も進めている。２０１５年の東南アジア諸国

連合（ＡＳＥＡＮ）の経済統合にも沿った措置とい

えるだろう。

ＳＴは今年、創刊１７０周年を記念し、未契約の

ネット読者は記事の一部しか閲覧できない状況を

改善し、数本に限って記事の全部が読めるように

するという。また、ネットの双方向性をいかして、

読者と人気コラムニストとの意見交換を行うなど、

ネットによる読者の裾野拡大にも注力していく姿

勢だ。ただ、これらの施策は、日本の新聞社など

もすでに取り組んでおり、目新しさはない。

一 方 、 シ ン ガ ポ ー ル で は 、 長 期 に わ た る 一 党

支配のもとでトップダウンにより進めてきた経済発

展モデルは、高齢化の進展と、教育費や住宅価

格の上昇を 背景に、市民か ら批判を 招き始めて

いる。昨年、加入が義務づけられている年金基金

の運用実態開示を求める要求が、社会運動の様

相を帯びた。シンガポールでは、原則としてデモ

や集会が禁じられており、不満を持った若者は、

インターネットで政府批判を加速させた。政府の

年金不正利用へ疑いの目を向けたブロガーは、

リー・シェンロン首相から名誉毀損で訴えられた。

法律を駆使して相手を追い込む手法は、父で弁

護士のリー・クアンユー氏が得意としたやり方だ。

年金問題は、その盛り上がりを受け、ＳＴでも取

り上げられた。投書欄では両論併記の体裁も取ら

れたものの、政府の既存方針を正当化する内容

の解説記事などが多くを占めたように見えた。多く

業界ぷらす１
「メディア」： 岐路に立つ新聞メディア

執筆者氏名

吉村　英輝　（よしむら　ひでき）

経   歴

１９７０年　東京都生まれ。１９９４年、早稲田大学政治経済学

部卒業、産経新聞に入社。社会部、経済部などを経て、２０１４

年１０月よりシンガポール支局長。担当エリアは東南アジアとオ

セアニア

の若者がスマートフォンを片手にソーシャルメディ

アなどで情報や意見を手軽に交換しているなか、

新聞を使った啓発活動や報道規制は、かつての

効 果 を す で に 失 っ て い る 。 シ ン ガ ポ ー ル の 新 聞

は、経営に加え、そのあり方を含め、岐路に立っ

ていると言えるだろう。

＜言論統制の再構築＞

シンガポールのメディア開発庁（ＭＤＡ）は１３

年から、インターネットのニュース・サイトに対し、

免許制を導入した規制に乗り出した。閉鎖に追い

込まれたサイトもあるが、政府側は「免許取得の

要請がなかった」などとして、言論の自由に配慮

した監督体制を主張している。また、ヤーコブ・イ

ブラヒム情報通信相は、インターネットサービスの

拡大でメディア環境が大きく変わる中、「適正なバ

ランス調整」を行っていくとの方針も示している。

ネットにも拡大した新たな報道規制時代が始まろ

うとしている。

日本でも新聞は「斜陽産業」と指摘され久しい

が、媒体の形態が紙であれネットであれ、読者が

自由に選べる、そして選ばれる記事を発信してい

く報道活動は、憲法で保障された「国民の知る権

利」を守る上で、その役割を終えていないと自負

している。東南アジア諸国にとっても、経済成長を

維持し、民主主義と自由を強化していくため、報

道活動は有用なツールであると信じている。地域

で真っ先に先進国入りしたシンガポールが、国際

社会と協調を続けながら、国益と将来に有用とな

る言論統制をいかに再構築していくのか。特派員

としてこの国を見つめていく中で、大きなテーマの

ひとつだと感じている。
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１．「The Get Together 2014 ～ 会員懇親忘年会・新入会員歓迎会 ～」を開催しました

　　

　11月12日（水）、東京六本木の在日シンガポール大使館にて、67名の参加を得て「The Get Together 2014～ 

会員懇親忘年会・新入会員歓迎会 ～」を開催しました。新入会員及びご家族、九州はじめ遠方から駆けつけていた

だいた会員、会員ご紹介のゲスト、日本香港協会の会員にもご参加いただきました。また、9月9日に来日し、早稲田

大学国際教養学部に在籍中のJCCI 派遣留学生・ジェニスさん（Ms. Chen Huiqi ,  Janice）にもご参加いただきま

した。意欲的に多くの科目を履修しているジェニスさんは、忙しくも留学生活を楽しまれています。来年7月末までの

約10か月の留学生活が充実したものとなりますよう、協会では出来るだけサポートしてまいります。皆さんもあたた

かいエールをお願いします。

　　　　チン・シアットユーン大使より歓迎のご挨拶　　　　　　シンガポール料理をビュッフェ式で

　冒頭、鈴 木会長の開会ご挨 拶につづき、チン・シアットユーン大使より歓 迎のご挨 拶をいただきました。その

後懇親会をスタートし、海南鶏飯（ハイナンチーファン）のケータリング料理を供しました。場所をホールに移し、ヴォー

カリストのM ik iさん（元シンガポール日本人小学 校在校 生、本名　磯野美 樹）とピアニストの船本 泰 斗（Ta it o 

FUNAMOTO）さんのご出演によるミニコンサートを開催。思わず口ずさむカーペンターズの曲を中心に、数々の曲

でしっとりと深まる秋を彩っていただきました。会場を快く本会にご提供いただき、タイガービールなど豊富なドリン

ク類をご用意いただきましたチン大使ご夫妻、また設営などにご尽力いただきましたシンガポール大使館のスタッフ

の皆様に心からお礼申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　

≪日本シンガポール協会のイベントをご紹介します≫
　

日本シンガポール協会便り25

一般社団法人　日本シンガポール協会
   〒108-0014 東京都港区芝4-7-6 芝ビルディング308
　電話：03-6435-3600  FAX：03-6435-3602 
　E-mail：singaaso@singaaso.or.jp
　ホームページ：http://www.singaaso.or.jp/

	
  	
  

	
  	
  

	
   	
  

◆はい、こちらは「日本シンガポール協会」です！
「日本シンガポール協会」は1971年の設立以来、「シンガポ
ール日本商工会議所（JCCI）」とも密接に連携し、日本とシ
ンガポールとの経済協力、文化交流を深めるための活動をボ
ランティア・ベースで行っています。シンガポールとの関係、
交流を深めるため、ご帰国されましたら、あるいは今から協
会の活動にご参加されませんか。ご入会を心からお待ちして
います。連絡先は右記のとおりです。（2013年1月に、事務所
は港区赤坂より港区芝に引っ越しました）
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≪ 2015年 2月 行事予定 ≫     ※予定は事情により変更・追加されることがございます。

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

2月3日（火） 委員会 2月広報委員会
12:30-14:00

Fourseaons

2月5日（木） 委員会
2月会員講演会

「シンガポールの新会社法について」

15:00-17:00

日本人会

2月6日（金） 部会 建設部会若手交流会
16:30-20:30

日本人会

2月7日（土） 部会
金融保険部会　懇親ゴルフ

8:00-14:30

Laguna National Golf and
 Country Club

2月10日（火） 理事会
2月度運営担当理事会

第536回理事会

11:30-12:14

12:15-14:01

日本人会

2月11日（水） 部会 第二工業部会懇親ゴルフ・懇親会

12:30-20:30

TMCC

2月12日（木） 委員会
2月会員講演会

「最近のインドネシア法務トピックについて」

14:30-16:00

日本人会

2月13日（金） 部会 スリランカ投資庁　運輸関連企業との意見交換会

10:30-12:00

JCCI
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昨年12月におこなわれたマラソン大会に、10kmの部で初めて参加しま
した。

普段何気なくタクシーやバスで通過している場所を「てくてく走る」の
は、また違った趣を楽しむことができました、などと満足げに語るにはあま
りに暑い日でした。

ご存知の方も多いとおり、10kmの部には2万人ものエントリー。スター
トゲートまでの参加者の誘導動線に問題があって、私の場合には出走開始
から実際のスタートまで一時間近くを要するなどなど、「おまけ」の出来事
も事欠かなかったのですが、無事完走。早速、次回は距離を伸ばすか、それ
ともタイム短縮を目指すか、はたまた他の大会だとどんな運営なんだろう、
などと考えてしまうほどのハマり具合で、自分でも自分の単純さに少々驚い
ています。

シンガポール駐在開始後1年数ヶ月がたち、何か新たなことに挑戦してみ
ようと思い立ったのが切っ掛けでしたが、周囲の知人・友人が、ごく普通に
エントリーしていて、お誘いを受けたことにも背中を押されました。日本を
離れて見聞する「モノ」の異同にとどまらず、「コト」すなわち日常的ではな
いイベント体験全体が、好奇心を刺激して、興味・関心を広め深めていくこ
とを、改めて実感した半日でもありました。

月報2月号では、グローバル研修旅行や日本酒の良さをどう伝えるかと
いう、「コト」の観点に関わる特集も寄稿いただきました。また教育や税務
におけるシンガポールの新たな動きに関する記事２本と、「メディア」をテー
マにした業界プラス１からなる合計５本の記事を掲載させていただきまし
た。

お忙しい中スケジュールの合間を縫ってご執筆くださった皆様に、この
場をお借りして、心からお礼申し上げます。

（編集後記担当　Ernst & Young Solutions LLP　武末知之）










